
旭化成が他社にベンチマークされる最強の知財戦略の
構造と作り上げ方

エグゼクティブサマリー

旭化成の知財戦略が「ベンチマークされる」水準に達した本質は、知財を“権利（IP）”として守るだけでな
く、“経営の判断材料（インテリジェンス）”として投資・意思決定へ組み込む二層構造を、組織・プロセ
ス・KPI・開示で一貫して設計し直した点にある。
特に「IPランドスケープ（IPL）」を、R&D起点の分析手段から、提携・統合・投資・新規事業を含む“上流
の経営判断を高度化する機能”へ引き上げる過程で、2022年に知財インテリジェンス室を知的財産部からスピ
ンオフし、経営企画の管掌下に独立設置した点は、他社が模倣しやすい“制度設計の転換点”である。

同社の強さを分解すると、実務的には次の「再現可能な部品」に落ちる。

二層の価値創出モデル：①権利（ライセンス、クロス活用等）②特許情報解析（IPL）の二本立てで知
財価値を定義。
組織アーキテクチャ：中央集約の知的財産部（権利形成・クリアランス等）＋経営企画直下の知財イ
ンテリジェンス室（経営参謀・戦略提言）。
制度・プロセス：徹底した先行技術調査と監視（SDI）、戦略DB（SDB）化、年次でのポートフォリ
オ見直し（維持/放棄/ライセンス含む）、データに基づく意思決定支援の定常運用。
KPIの「事業ひも付け」：成長事業群（GG10）に対し、保有・出願の“量”ではなく、戦略領域に効く
特許資産（patents in force）比率等を非財務KPIとして明示。
外部連携を“知財で選び、知財で統合する”：M&AやJV検討で特許ポートフォリオの重なり/隙間を可
視化し、相手の適合性を検証する運用を明言。

提言としては、旭化成の模倣において最も投資対効果が高いのは、(1)  経営企画直下の知財インテリジェンス
機能の“独立”と、(2) 投資・提携・新規事業の審査フローにIPL成果物を組み込む統治設計、(3) 事業戦略KPI
に直結する知財KPIの再設計である。

方法論

本レポートは、(a) 記事（指定優先）として ダイヤモンド・オンライン  のインタビュー記事群、(b) 旭化
成の公式資料（知的財産報告書、知財戦略ページ、プレスリリース、有価証券報告書）、(c)  特許庁  の企
業別出願・審査統計（特許行政年次報告書）、(d)  公開特許DBとして  Google  Patents  の被引用情報
（Cited by）を中心に、定量（出願件数、審査指標、被引用、実施区分等）と定性（組織・プロセス・ガバナ
ンス・文化）を統合した。

比較対象はユーザー指定の同業大手化学メーカー3社（後述）とし、比較可能性を担保するため、同一の公的
統計（特許行政年次報告書）で揃う指標を“共通土台”に置いた。
一方で、知財部門の予算、ライセンス収入、IP訴訟件数などは、企業が財務諸表で個別開示しないケースが
多く、本レポートでは「開示の有無」「注記で確認できる範囲」を明示し、推定は最小化した。
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分析結果

旭化成の知財戦略は「単一の施策」ではなく、長期にわたり積み上げた土台の上に、制度改編（2022）で“経
営直結型”へ転換したシステムとして理解するのが妥当である。

知財戦略の構成要素

旭化成自身が知財活用を「大きく2つ」と定義している点が設計思想の核である。すなわち、(1)  特許権その
ものの活用（ライセンス収入、他社特許との組み合わせによる新ビジネス創出等）と、(2)  特許情報解析
（IPL）による経営・事業戦略への活用である。
この二分法は、KPI設計・組織設計・投資判断への組込み方まで含めて一貫している。

歴史的経緯と転換点

重要なのは「訴訟で痛い目を見たから強くなった」という説明ではない。インタビューでは、化学領域は電
機・ITほど訴訟が多くなく、莫大な利益や損失を生む“転機”があったわけではないとしつつも、侵害回避のた
めの調査など知財調査を重んじ、技術者・経営層双方に知財重要性の理解が根付いていたことが、変革を受
容する土壌になったと述べられている。

その上で、制度転換の時系列は概ね以下のように整理できる。

2018年前後：IPL活動の開始。当初はR&D向け（研究開発の方向性、出願方針の検討）として利用。

2021：東京証券取引所  のコーポレートガバナンス・コード改定で、知財の情報開示や投資・活用
の経営監督に関する趣旨が盛り込まれ、知財が「経営に近い場所でコミュニケーション」する必要性
が高まった、という認識が語られる。
2022年4月：知的財産部からIPL機能をスピンオフし、知財インテリジェンス室を経営企画管掌下に独
立設置（R&D管掌の外へ）。

ここで「IPLがR&Dの手段にとどまらず、事業戦略・経営戦略・経営判断の高度化に使える」という機運上昇
（2022年前後）と、組織改編が結びついている点が、ベンチマーク上の最大論点になる。

組織体制とガバナンス

組織設計の特徴は「中央集約×事業密着」と「経営参謀機能」の両立である。知的財産部は、本社の一極集
中組織として知財専門家が事業部を横断的に担当し、事業部トップとのミーティング等を通じて振り返り・
見直しを行い、統一ポリシー展開でガバナンスを強化する、と説明されている。
一方、知財インテリジェンス室は経営企画担当役員直下で、IPLを活用し解析結果を主に経営層へ提供し、知
財投資等の資源配分や事業ポートフォリオの戦略判断を支援するとされる。

経営層の関与は、意思決定の“常設回路”としても観測できる。旭化成は  内閣府  の場で、知財投資・活用
戦略の開示、知財価値評価の数値化、知財インテリジェンス室の設立などを説明しているほか、2022年7月の
「知財戦略説明会」で 工藤幸四郎  が登壇したことも示されている。
加えて、役員体制としてもR&D・DX・IPの管掌が明示されている。

以下は公開情報に基づく、知財組織の関係（概念図）である（名称は資料表現に合わせた）。

flowchart TB
  A[CEO/経営] --> B[経営企画管掌]
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  A --> C[知財・R&D管掌]
  B --> D[知財インテリジェンス室<br/>（IPL・経営参謀）]
  C --> E[研究・開発本部]
  E --> F[知的財産部<br/>（権利形成・クリアランス・手続/運用）]
  F <--> G[事業部門（マテリアル/住宅/ヘルスケア）]
  D <--> G
  D <--> F

制度・プロセスとデジタル活用

旭化成は、知財の“運用力”を単なる手続効率ではなく、意思決定品質の基盤として構築している。

検索・監視→SDB化→ポートフォリオ更新：重要局面での徹底した特許検索と、SDI（選択的情報提
供）による継続監視を行い、結果を戦略DB（SDB）として統合。SDBには重要度、使用状況、技術カ
テゴリ、他社特許への対抗策など補足情報も付与するとされる。
年次での維持/放棄・ライセンス検討：ポートフォリオは毎年見直し、出願するか、維持/放棄する
か、ライセンスの可否も含めて判断する、と明記している。
DXとしてのIPL（Big Data処理）：市場・業界情報と特許情報等をビッグデータとして加工し、IP
マップを経営・事業へ供給し、強化・新規事業・M&Aへつなげる、と位置づける。
分析の“設計”重視：IPLはツール操作で答えが出るのではなく、仮説設計が重要で、技術理解とビジ
ネス感覚が不可欠と語られる。

この運用観の延長として、IPL成果物は「決める」ためではなく「判断を高度化する」材料であり、R&D・知
的財産部・知財インテリジェンス室の三者で仮説を磨き、方向性を整理するプロセスが描写されている。

データと証拠

特許出願推移

特許庁の企業別統計（暦年）では、旭化成は2021年に出願件数が増加し、その後2022–2023年は低下傾向が
見える（共同出願を含む計上である点に留意）。

上図の元データ（特許出願件数）は、2019–2020年は特許行政年次報告書2023年版、2021–2023年は同2025
年版の数値を用いた（年次間で名義統合等に伴う改訂があり得る旨も年次報告書注記にある）。

一方、旭化成自身の開示（グループベース）では、国内・海外（海外は特許ファミリー単位）を分けて出願
数を示し、2023年は国内678・海外293、2024年は国内659・海外263と開示している。

KPIと評価指標

「量」から「効く資産」へという転換は、KPI設計に最も端的に表れている。英語版知的財産報告書2022は、
GG10（Growth  Gears）に関する  patents  in  force  比率を非財務KPIとして提示し、FY2021で30%超、
FY2030で50%超の目標を掲げている（算出にBiz Cruncher、PAI算出にPatentSightを使用）。
また、国内の保有特許の実施区分（実施中/将来実施予定/防衛・その他）も開示し、知財を“事業の実装状
態”で管理している。
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加えて、2019年時点の国内特許は「実施中42%」「将来実施予定を含め65%」という分類を示し、防衛・そ
の他には参入抑止に資する戦略特許を含むと述べている（海外特許保有は増加傾向とも記載）。
2024年についても、国内・海外それぞれの「実施中（ライセンス含む）」比率等を開示している。

主要特許の事例と被引用

被引用（forward  citations）は、特許の影響度を示す一つの外形指標である（もちろん技術分野により引用
慣行が異なる）。ここでは、旭化成が強みとして語る領域と整合する2件を例示する。

二次電池（リチウムイオン電池関連）の特許：米国特許 US5631100A（Secondary battery）は、
Google Patents上で Cited By (128) と表示される。
リチウムイオン電池用セパレータ（多孔質膜）関連の特許：米国特許 US8283073B2（Microporous
polyolefin membrane）は、Google Patents上で Cited by (45) と表示される。

これらは「件数を積む」ではなく、競争上重要な基盤技術で他社から参照され得るポジションを取る、とい
う“質”志向の一側面を裏づける。旭化成が「特許の数と同様に個々の特許の質を重視」すると明記している
方針とも整合する。

外部連携の定量例

M&A：旭化成は スウェーデン  の製薬企業 Calliditas Therapeutics AB  を完全子会社化する目
的で、1株あたり208スウェーデンクローナでの公開買付けを公表している。
JV：カナダ  でのリチウムイオン電池用セパレータ生産に向け、旭化成は 本田技研工業  と合弁
会社化のための株主間契約を締結したと発表している。

訴訟・紛争対応の実例

旭化成は「化学領域ではアグレッシブな訴訟が多いわけではない」としつつ、侵害回避の調査を重視してきた
文化があるとされる。
他方、会社全体としては、横浜市所在マンション杭工事をめぐる損害賠償請求訴訟（2017年提起）につい
て、有価証券報告書の注記で経緯と主張を記載している。

成功要因のフローチャート

flowchart LR
  A[土壌：侵害回避・調査重視の文化<br/>（技術者/経営の理解）]
    --> B[基盤：検索/監視→SDB化→年次ポートフォリオ見直し]
  B --> C[能力：IPL（特許×市場×技術）で仮説を設計し検証]
  C --> D[組織：知財部（権利形成）と知財インテリジェンス室（経営参謀）の分業]
  D --> E[統治：経営企画直下で投資・提携・新規事業判断に組込み]
  E --> F[成果：提携/M&A選定の精度向上・参入障壁の可視化・事業化加速]
  F --> G[再投資：KPI/開示で資源配分を最適化し、次の分析へ]

この流れは、組織改編の理由（経営に近い場所でのコミュニケーション必要性）と、IPLの位置づけ（判断を
高度化する材料）という当事者の言語と一致している。
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競合比較

比較対象（同業大手化学メーカー）として、三菱ケミカルグループ 、住友化学 、
entity["company","東レ","fiber  &  chemical,  japan"]を選定した。比較の共通指標は特許行政年次報告書
（企業別の出願・審査関連情報）に置いた。

主要指標の比較表

指標 旭化成
MCG（参考：三菱ケ

ミカル）
住友化学 東レ

国内特許出願
件数（2023
年、件）

799 1,317 1,161 1,186

最終特許率
（2024年、
%）

74.1 69.9 77.1 83.5

知財組織（公
開情報ベー
ス）

知的財産部＋知財イン
テリジェンス室（分
業・経営企画直下）

グループ共通IP方
針・管理制度を明示
（各製品ごと戦略）

出願実績から
知財機能あり

（推定）

出願実績から
知財機能あり

（推定）

知財予算規模
非開示（R&D/SG&Aに

内包）
非開示 非開示 非開示

ライセンス収
入

非開示（個別開示な
し）

非開示（個別開示な
し）

非開示 非開示

訴訟件数
公開注記から主要訴訟1
件（2017年提起案件）

不明（注記粒度差） 不明 不明

出願件数と最終特許率は特許行政年次報告書2025年版の企業別統計に基づく。
MCGについては、知財を「重要な経営資産」と定義し、侵害に対して適切に対応する方針、他社権利の尊
重、グループ横断の枠組み・規程、ライセンスや他社協業による価値向上を、公式ページで明示している。

ベンチマーク上の差分

旭化成の差別化は「出願規模」それ自体より、経営企画直下の“知財インテリジェンス機能”を制度化し、提
携/M&A/新規事業の検討局面にIPL成果物を供給することを運用として語れる点にある。
また、クリーン水素（アルカリ水電解）の事業化検討において、サプライチェーン横断の連携先選定や参入障
壁の明確化までIPLで支援した事例が語られており、IPLが“机上分析”に留まらず事業化判断へ接続されてい
る。

実務的示唆

旭化成の実装から逆算すると、他社が短期に“形だけのIPL”で終わらないための論点は、ツール導入ではなく
「組織・審査フロー・KPI・開示」の同時設計にある。
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短期アクション

投資審査や提携検討で“知財インテリジェンスを使うべき局面”を明確化し、経営企画の案件プロセスに組み
込むことが最優先である。旭化成は、提携や協業など技術視点検証が有効なテーマで、経営企画担当役員か
ら直接依頼が来る場合もあると語っており、「誰が」「どの局面で」アウトプットを使うかが設計中心にな
る。
同時に、先行技術調査・監視（SDI）とSDB整備を、研究テーマの早期段階へ前倒しする。戦略DBの補足情
報（重要度、使用状況、対抗策）まで格納する運用は、後工程（維持/放棄/ライセンス）判断の精度を底上げ
する。

中期アクション

旭化成が2022年に行ったように、IPL機能をR&D傘下の“分析支援”から切り離し、経営企画直下の参謀機能へ
格上げするかが勝負所になる。
加えて、IPLは「仮説設計が重要で、技術理解とビジネス感覚の両方が不可欠」という前提のもと、人材配置
と育成を設計する必要がある。
このとき、非財務KPIは「出願件数」ではなく、戦略事業群への効き（例：GG10 patents in force比率）に置
き換えることで、経営の資源配分と会話が噛み合う。

長期アクション

最終的な到達点は、知財を“経営資本”として外部へ説明できる状態（投資家対話と開示のループ）である。
旭化成は知財戦略説明会を開催し、知財価値評価の数値化や、セグメント別の実施/将来実施/防衛の開示など
を含めた説明を行った経緯が示されている。
また、知財インテリジェンスがM&AやJVの“相手選び”に使われる設計を整えることで、外部連携を拡大する
余地が生まれる（例：製薬企業買収、電池材料JV）。

結論

旭化成の「最強の知財戦略」は、(1) 調査重視の文化的土壌、(2) SDB・年次レビュー等の運用基盤、(3) IPLを
核とする知財インテリジェンス能力、(4) 2022年の二層組織（知財部と知財インテリジェンス室）への制度転
換、(5)  KPIと情報開示による資源配分・ガバナンスの実装、が積み上がった“経営システム”として成立して
いる。

成功要因は、IPLを「決めるツール」ではなく「判断を高度化する材料」と定義し、経営企画・R&D・知財実
務の三者連携で“仮説設計→検証→ストーリー化”を回している点にある。
一方で、このモデルのリスクは、分析の設計力（技術×ビジネスの複眼）を担う人材への依存と、開示・連
携が進むほど増える情報管理（機密/輸出管理/営業秘密）負荷であるため、制度化（役割分担、審査フロー、
KPI、ツールとデータガバナンス）で“属人性をコントロールする”ことが、旭化成ベンチマークの要諦とな
る。
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